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研究成果の概要（和文）： 
本研究においては、まず医療事故を含めた、近時の過失犯例をも包含した包括的な判例の検
討を行い、その公表を行い、組織構成員の共通認識を示した。その上で、多くの事案が、チー
ム医療により生じたものであることに鑑み、その点に焦点を合わせ、チーム医療を想定した、
過失競合事案での処罰限界および処罰形態について、過失正犯論、共同正犯論および過失不作
為犯論の観点からの検討を行い後掲の業績を公表した。 
さらに、過失事案における手続法と訴訟法の交錯や、医療事故解決に資するものとして刑事
手続外の利益を考慮する制度の是非について検討を行った。 
 
 
研究成果の概要（英文）： 
First, the project collected and analyzed cases on medical accidents and other crimes 
based on negligence. The results were written by co-researcher on commentary(a part 
of book) and shown as our common understandings. 
Many cases suggested that contemporary malpractices are caused by team medicine 
and that we should focus upon criminal negligence and concurrence. Thus, this project 
explored 1)the limit of principal criminality, 2)criteria to distinguish principal- und 
co-principal criminality in crimes based on negligence and 3) imposed duty in case of 
negligence by omission. 
Two further issues were explored: 1)complications between substantive law and procedural 
law on crimes based on negligence, 2)whether to take account of benefits outside 
criminal procedure into criminal process. 
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１．研究開始当初の背景 
本来、医療業務は身体に変調を来たした者
を対象とし、投薬や手術などの手法を用いて
相手方の生理活動に介入することをも伴う、
それ自体危険を伴う活動であり、その結果と
して身体の障害や死亡という結果が生じる
こともまれではない。しかしまさにそうであ
るが故に、生じた事態がやむを得ないリスク
の実現によるものであるのか、本来払われる
べき注意が欠けたことによって生じた人為
的な事故であるかの評価が困難であり、専門
的知見を用いた原因究明を行う体制が構築
されることが、仮に事故が生じた場合にその
再発を防ぐために不可欠であるといえよう。 
  この点、従来、航空、鉄道事故について
の「航空・鉄道事故調査委員会」が設置され
ており、近時、「運輸安全委員会」として、
海難審判庁の業務の一部（船舶事故の原因究
明活動）も含む形で改組された。こうした組
織による原因究明活動は、事故の法的責任を
追及するための犯罪捜査とは別個に行われ
るものであり、これを通じて今後同種の事故
の再発を防止することを目的とするもので
ある。そして、原因究明活動と法的責任の追
及に向けた手続との関係も、従来必ずしも明
確なものではなかったものの、近時になり分
析・検討が加えられてきた（川出敏裕「刑事
手続と事故調査」ジュリスト 1307 号 10 頁
(2006)）。 
 これに対し、医療事故については、近年に
至るまで、同様の専門的機関の設置には至ら
なかったが（現況については、山本隆司「事
故・インシデント情報の収集・分析・公表に
関する行政法上の問題（上）」ジュリスト 1307
号 19 頁(2006)）、2008 年より、厚生労働省
において、「医療安全調査委員会」の設置に
向けた議論が行われているところである。そ
のため従来、医療事故が疑われる事案におい
て、その原因を究明するためには、民事責任
ないし刑事責任を追及するための法的手続
によらざるを得ない状況にあった。しかし、
これらの手続は、いずれにせよ専門的知見を
有する者によって担われるものではないか
ら、事故の発生機序を十分に明らかにするも
のとはいえないものであった。こうした状況
は、同種事故の再発防止につながらないのみ
ならず、法的責任追及の場面でも、いわば結
果責任というに等しい、責任主義に反する結
論に至る危険が生じる一方で、逆に問われる
べき法的責任が問われないという帰結に至
る恐れも生じさせることとなっていたので
ある。 
 また、こうした状況の中、検案した死体が
異状死体である場合に、所轄の警察署へ届け
出る義務を医師に課す医師法 21 条の規定に
ついて、自己がその死因等につき診療行為に
おける業務上過失致死等の罪責を問われる

おそれがある場合にも本届出義務を負うと
することが、何人も自己に不利益な供述を強
要されないとする憲法３８条１項に違反す
るものではないとする判断が、最高裁によっ
て下された（最三小判平成 16年 4月 13日刑
集 58巻 4号 247頁）こともあり、リスクの
高い医療業務に従事する者が、業務の過程で
生じた事故の法的責任を追及される恐れの
高さが再認識されている。 
 こうした背景を前提にするとき、求められ
ているのは、医療分野においても、事故の原
因が適切に評価される体制を構築すること
であるといえる。そしてまた同時に、原因究
明を実現することのみならず、然るべき法的
責任を問うこともまた、実現されなければな
らない。そのためには、一方において、原因
究明活動と法的責任追及に向けた捜査など
の活動が具体的な場面で衝突する場合に、そ
の調整のあり方を検討する必要がある。また
他方で、事故をめぐる状況が明らかになった
段階で、真に法的責任を問われるべき事態で
あるかどうかを実体法的な観点から評価す
るための判断基準の構築がおこなわれなけ
ればならない。前者については、本研究の研
究分担者には刑事手続法研究者が含まれ、ま
た裁判における証言拒絶権についての研究
を通じ、裁判の目的と裁判外の目的との調整
のあり方についての検討を加えた実績を有
しており、この知見は、本研究を進める上で
も生かされることが期待される。また後者に
ついては、研究代表者は刑事過失責任論につ
いて長年検討を加えてきた者で、近年は医療
上の過失についても研究業績を挙げており、
この知見を踏まえて、また研究分担者との議
論を通じて、最終的には望ましい医療制度全
体のあり方について有用な提言を行うこと
につなげられることが期待される。 
 
 
２．研究の目的 
本研究「医療事故における法律上の責任と
事故原因の究明」は、医療活動において、患
者の身体障害ないし死亡という結果に至る
事故が発生した場合に、その原因の究明と、
その法律上の責任を追及するための活動が、
場合によっては相対立する関係に立つこと
に鑑み、その適切な調整を図りつつ、原因究
明を通じた爾後の同種事案発生の抑止、およ
びあるべき法的責任の追及という二つの目
的の実現を両立するための方策を検討する
ことを目的とするものである。具体的には、
事故原因を究明するためには、当該事故の発
生に関与していた者の協力が不可欠である
が、他方で、原因が究明された場合に、民事
及び刑事上の法的責任が追及されることを
恐れてこれに協力しないことが考えられ、そ
の結果として、原因究明も法的責任の追及も



いずれも実現しないという帰結に至る恐れ
が生じる。本研究は、医療事故における刑事
過失責任に関する研究を展開してきた研究
者を代表者とし、刑事実体法及び刑事手続法
の研究者を研究分担者として、医療従事者の
過失責任に関する検討を行う一方、原因究明
と法的責任追及の両立のために行われるべ
き手続間の調整の在り方について、検討を加
えることを目的とする。 
 
 
３．研究の方法 
まず、本研究に関連する内外の基本的な文
献を収集し、基礎的な知見を得る。この点に
関しては、特に、純然たる法学分野の文献の
みならず、医療分野の文献についても収集の
対象とすべきこととなろう。並行して、イン
ターネットを通じて内外を問わず最新の状
況に関する情報を収集する。また、医師や、
裁判官、弁護士との面談を通じて、医療事故
の具体的なあり方、および医療事故をめぐる
法的紛争の具体的なあり方を知ることも有
用であろう。したがって、これらを通じて、
議論を展開する上で有用となる知見の獲得
に務める。また、過失犯に関する裁判例を網
羅的に収集し、その理論的整理を行う。 
 一方、こうして得られた知見を基に、構成
研究者間での研究会を定期的に実施し、医療
事故をめぐる現状及び検討状況についての
認識を共有すると共に、適切な体制構築に向
けた議論を深めていく。こうして得られた成
果については、随時論文の形で公表すること
を通じて、内外の研究者、実務家の批判を仰
ぎ、更なる研究の深化に役立てていくことと
する。 
 
 
４．研究成果 
（１）主な研究成果 
 ①刑事実体法分野の成果 
代表者において、研究当初にその課題を綱
領的に明確にすべく、故意による犯罪とは異
なる刑事過失責任の特質を踏まえた、捜査遂
行上、また理論上の問題点についての検討を
加えた論稿を公表した。具体的には、１過失
による法益侵害は不注意により、またとりわ
け行為者・被害者の認識においては瞬間的に
生じるがゆえに、発生状況に関する事件関係
者の認識が故意犯におけるよりも不明確と
なりがちとなることを踏まえ、証拠が的確迅
速に保全される必要がある、２過失犯につい
て、結果回避可能性を考慮に入れてその成否
を検討すべきであるとしても、予見が不可能
であるがゆえに結果の回避が不可能な場合
は予見可能性の問題として処理すべきであ
り、結果回避可能性は、予見可能性が肯定さ
れる場合に予見可能性とは独立して判断さ

れるべきものと解すべきである、などの点を
明らかにする成果を公表した（論文⑫）。 
また、医療事故の中心問題である過失犯に
ついては、膨大な判例・学説がある一方、個
別論点に関する研究は多いものの、全体を俯
瞰し、大局的な見地からその膨大な情報を整
理した研究は－最近の過失判例をも踏まえ
た形で－極めて希少である。そのような必要
性への認識から、過失犯全体の俯瞰を試みる
べく、分担者・上嶌が中心となり、議論の整
理・各判例の定位を可能な範囲で行った。そ
の成果が図書①に掲げてある注釈書におい
て展開されている。また、判例分析の際には、
いくつか存在する医療過誤過失犯類型のう
ち、麻酔事故について特に取り上げ、代表者
において検討を加えた（論文⑧）。そこでは、
麻酔事故の特殊性を分析の上、その刑事裁判
例について、麻酔実施過程の過誤と患者管理
過程の過誤に分けて類型化すべきことを明
らかにした。その上で、事故段階や手術関与
者に応じてさらなる類型化を行い詳細な判
例分析を行った。 
以上の従来の展開の総括的な研究を踏ま
え、前提を共有した上で、医療事故の過失責
任の実体法上の限界設定について特に近時
において重要であるのは、帰責分配の問題で
はないかと問題意識を共有するに至った。つ
まり、現代の高度先進医療で刑事責任が問題
となるのは、判例分析によれば、ほぼチーム
医療であり、複数人の医療関係者が関わる場
合に、どこまで刑事法上の責任を追及するこ
とができるか、さらには追及する場合に、ど
のような形態で追及すべきか、という問題で
ある。この問題関心は、近時の刑法学の問題
関心とも一致し、いわゆる「過失競合」の処
罰限界・処罰形態の問題として議論が活発化
しており、それと軌を一にする形で以下のと
おり本研究を展開した。 
代表者において、まず、過失犯の共同正犯
について、その存否、要件について検討を行
いその成果を公表した（後掲論文⑥）。そこ
では、チーム医療をはじめとする複雑過失事
案では、過失犯の共同正犯という形態の必要
性が、特に結果回避可能性の認定をめぐり、
大いにあることを示した。その上で、その要
件としては、故意犯の共同正犯とアナロジカ
ルにとらえることから出発し、相互性ないし
共同性と正犯的な重大な寄与が必要である
という見解を採用すべきことを主張した。さ
らに、過失競合について、特に不作為形態の
場合に問題を絞って検討を加えて（後掲論文
②）、「作為義務の有無」だけではなく、「作
為義務の内容」についての問題を明確に区別
をすべきこと、不作為犯の正犯性の検討を過
失犯においても慎重に行うべきこと、発生根
拠からして作為義務を正犯的義務と共犯的
義務に区分し、義務内容の問題とは区別すべ



きことを主張した。その上で、明石市歩道橋
事故事件における明石市職員、薬害エイズ事
件厚生省ルートにおける生物製剤課長につ
いて、正犯的義務が認められるかという点に
疑問を呈し、それぞれの裁判例に関して批判
的な検討を加えた。 
また、分担者嶋矢は、後掲論文④において、
もっぱら過失単独正犯処理と共同正犯処理
の区別の基準と言う観点から、過失競合にお
ける処罰形態の問題に検討を加えた。そこで
は、代表者と同様の共同正犯要件を前提とし
つつ、最低限の共犯共通要件の充足、共同性
という観点から注意義務違反の同時性、およ
び予見可能性等の要件の事実上の同時性が
満たされる場合のみ共同正犯は可能となり、
それが満たされない場合には単独正犯処理
の可能性のみが残ることを主張した。その上
で、判例の分析から、両者が重なる場合も十
分にありえ、その場合に重畳的に成立しうる
こと、また、実務上なぜ単独正犯処理が優先
される傾向にあるのかという点等について
検討を行い、過失犯の共同正犯の適用拡大に
ついての提言を行った。 
以上の研究遂行と同時進行的に、最終年度
に、本研究課題の成果を総合し、学会での意
見聴取を兼ねて、第89回刑法学会において、
代表者がオルガナイザーとなり、分担者（嶋
矢）が報告者（その他組織外2名の報告者あ
り）、分担者（上嶌）がコメンテーターとし
て、ワークショップ「過失の競合」を開催す
る機会を得た。そこでは近時の医療事故をは
じめとする過失事案について、過失責任を問
われる限界、およびその規律について、注意
義務論、行為態様、正犯共犯論と多角的な観
点から報告・討論を行った。さらにその成果
を刑法雑誌に掲載するとともに（後掲・大塚
論文①）、前述のとおり代表者が不作為犯論
の観点から、分担者（嶋矢）が関与類型論の
観点から、論文の執筆を行い、記念論文集に
掲載・公表した（論文②④）。 
また過失犯の基礎理論的研究として、後掲
小田論文②は、対立の激しい過失犯の成立要
件について、認定論という観点から、過失犯
の理論構造と要件の体系的配置について、分
析を加え、過失犯においては、「認定」の指
針となりうる意味ある基準を示すためには、
従来の故意犯とアナロジカルな議論では不
十分であることを指摘した。 
 また、過失犯以外の医療事故問題として、
違法論に関わる、終末期医療の問題がある。
この問題につき、分担者・小田が中心となっ
て検討を加え、医療行為の際の行為の捉え方
につき「行為」を「交渉過程」として「全体
像」として捉えるべきこと、終末期医療につ
いての実体法・手続法的問題につき、死期の
切迫や患者の意思の実体面よりも、患者（家
族）と医師のコミュニケーション過程を重視

すべきであること、医療問題に関する刑法の
役割も上記過程を重視し介入を抑制・制約さ
れるべきことを主張する研究成果を公表し
た（後掲論文⑨）。 
 
②刑事手続法分野での成果 
研究目的に掲げた刑事手続外の利益を考
慮する法制度についての研究につき、後掲池
田の雑誌論文⑩の掲載をみた。同論文では、
ドイツにおける判決申合せ実務につき、ドイ
ツの裁判例、立法過程およびその内容を紹介
し、刑事手続における諸原則と事件処理に際
して刑事手続外の利益を考慮する法制度と
の間の整合性に関する議論を行っている。こ
れは医療事故調査の議論にも応用可能な議
論を含むものである。 
後掲池田論文⑦は、電磁的記録を含む証拠
の収集・保全のために，刑事訴訟法の改正に
より新たに設けられた手段について，令状主
義に関する基本的知見，および既存の枠組み
の限界を踏まえてその意義を解説したもの
である。電磁的記録の保全は，過失責任追及
の局面に限って問題となるものはないが，事
故の背景等事実関係の広汎な解明が必要と
なる過失事件においても，既存の証拠収集手
段の限界の一部が克服されることの意義が
認められ、新たな手段の意義と射程を明らか
にした点に，本研究における本稿の意義が認
められる。 
 
 
（２）研究成果の意義 
 前記（１）における研究成果は以下のよう
な位置づけ、インパクトを有するものである。 
①刑事実体法分野における、過失犯に関する
前提的研究は、これまでの学説上の議論、判
例を総括するものであり、その総合性は、学
会において、今後の議論の前提となりうると
いう意味で大きな価値を有するものである。 
かつ 2000年代以降最高裁において相次いで
下された判例をも含めた形でその整理がな
されたことは、それ自体に新奇性を有するも
のであるといえる。 
 また、チーム医療の過失刑事責任追及とい
う観点から、過失競合の問題に検討を加えた
点は、近時の刑法学会の議論関心とも一致す
るものである。本研究組織が中心となって行
ったワークショップテーマ「過失の競合」は、
平成 24年度第 90回日本刑法学会において、
分科会のテーマとなり、より幅広い関心・議
論を喚起することとなっている。内容的には、
細部での相違はあるものの、過失単独正犯肯
定による過失競合の無限界な処罰に対して
問題提起をすると同時に、部分的には過失犯
の共同正犯により合理的な解決がなされる
べきことを提言するものであり、理論的にも
実務的にも現在進行中の問題について解決



を与えうる学問的・社会的意義を有する成果
を挙げることができた。またそこでの研究成
果は、後述（３）今後の展望のとおり、新た
な価値ある研究への発展的内容を含みうる
ものであった。 
 他方で，刑事手続外の利益を考慮する制度
に検討を加えた点は，過失責任に関する上記
の検討を踏まえつつも，医療事故の実態解明
や損害賠償等の進捗を優先する形で，刑事手
続の打ち切りや処罰の断念を行う手続のあ
り方を具体的に示すものであり，刑事責任の
追及を前提としない形での，実態解明に向け
た調査手続を設けることによって，事故の再
発防止を図る体制を整備するという現今の
社会的な要請にこたえる成果となった。 
 
 
（３）今後の展望 
 本研究の成果は、上記のとおり、医療事故
への対処に関して多岐にわたる成果を挙げ
ることができた。その中でも特に重点的に過
失競合の問題を、その処罰限界・処罰形態と
いう観点から行った。その結果として、近時
の複雑かつ判断の困難性を伴う過失事案を
一からげに「過失競合」という問題として考
えることでは、問題解決が十分には図ること
ができないのではないかという理解に至っ
た。そこでは、組織内部を横断して、あるい
は複数組織にまたがって、過失事犯が発生す
るという特性を捉えた、集中的な研究が必要
であり、かつそれが近時の刑法学会の問題関
心をより具体化し、研究対象を明確化するこ
とができるのではないかと考えている。そこ
で、それら研究を具体化すべく、平成 24年
度より、同一代表者、構成員をもって、基盤
研究（B）「組織縦断的・横断的過失の解釈論
的検討とその総合的対策」（基盤研究（B）代
表者：大塚裕史）の研究計画をたて、採択さ
れ、すでに本研究から発展した内容の研究を
開始している。 
また前記分担者小田・宇藤により、過失犯
における実体法問題と訴訟法問題に関する
研究をさらに深化させるため「刑事過失の認
定における実体法と手続法の「連結」の探究」
（基盤研究（C）代表：宇藤崇）と題し、こ
ちらも平成24年度より採択された。 
以上のとおり、本研究組織構成員において、
本研究の成果を生かした、発展的な内容の研
究について現実的に継続する目処が立って
おり、更なる具体的成果が期待できる状況に
ある。 
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